




























































































年の Piercev. Society of the Sisters of the Holy names of Jesus and Mary Cand Pierce v. Hill 
Military Academy)事件判決である。事件の概要は，オレゴン州内に居住する 8才から16才までの児
童・生徒に原則として公立学校への就学義務を負わせることを骨子とする州法の施行が争われたという


































































































( 1 ) 続時教育審議会設置法第 1条
( 2 ) 例えば，昭和]5号年8月刊日付毎日新簡は，自信教審の会長人事会合め，設資に肯定的姿勢会示サ
公明@民社両党ム反対の立場長表す社会 a共産両党の見解を掲載している。
(3) 臨時教育審議会 「臨教審だより臨増8J 第一法規 1987 
( 1 ) 臨時教育審議会最終答申 言語4章第]節
( ) 制稿「日本国憲法における私立学校の法的地位J66頁践児島支子短期大学紀要第25号




(8 ) 米国教育使節間報告脅 「新教育基本資料とその解説 1 317-399頁 学芸教育新社
( 9) CiviI Information and Edl1cation Section本文でも指摘しているよっに，教育関係法令
の立案過程における実質的な権限を掌援していた。
(10) 木間宏「証言戦後OJ文教政策J '16頁第一法規 1987
〈lU i高木太部 (学習指導要領の法的性格の変遷 試案から基準までJr現代教育科学5月号j] 79 
頁 1968
(2) 永井慾 I戦後の教育課程法制と学習t旨導要領 r法律時法4月号J 9貰 1的。
(13) 安嶋禰「戦後数湾立法覚書J 19頁第一法規
(14) 同上 20貰
(15) 子主治遼苔@天城勲「教育関係法rJ 頁 日本評論社 1%8 
(16) 記念座談会 「私立学校法制定当時安偲ぶJ 11-15頁 日本私立中学高等学校連合会 1979 
はり前潟「証言戦後の文教政策J124:il'[ 
(18) Clark SpurlocJ王， E(!JJcation the Supreme Court U niversity of Pre自己
lJrbana 骨55pp町 17-28
(19) Ibid.; j:). 162 
86 鹿児島女子短期大学紀要第号 (1991)
(20) 記。 C.Bolmeier， Landmark Supreme Court Decisions on Puhlic School lsl日t.:;
1宮73pp. 14-17 
(21) Clark Spurlock， op. ciι， p.16哲
(22) 佐藤全「親の教育義務と権利_1 256頁風間警爵 1988
(2，1) 前指 「戦後の教育諜程法制と学習指導要領l
(24) 前記(註6) 
(25) 本規定は，監督庁を「当分の閤」文部大臣と定める経過規定であって電 この監督!Tが9 本来，
地方教育委員会を指すべきごとは本文でも述べた通り"である。
(26) これより先，昭和30年の高校「一般編J改訂.c，I試案Jの文字は省かれていた。
(27) 菱村幸彦 「教育課程行政の現状と問題点Jr日本教育行政学会年報4j :32-3]良 1978 
(28) 前掲「証言戦後の文教政策J 頁












(e'l5) 三輪定宣 「教宵課fMi編戒と学校の裁量権Jr季刊教育法 81号J 寅 エイチソレliJl究所
(36) 結城忠|私学の自由と学生の基本的人権 1r夜、立大学の社会的構造J80:隠 匿立教育研究
持r1978 
(3'7) 関上 60頁
